
〇風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する条例 

昭和５９年１２月２６日  

条 例 第 ２ ２ 号 
 

（趣旨） 

第１条 この条例は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和２３年法律第１２２号。以下「法」という。）第４条第２項第２号（法第

３１条の２３において準用する場合を含む。）、第１３条第１項、第１５条

（法第３１条の２３及び第３２条第２項において準用する場合を含む。）、

第２１条（法第３１条の２３において準用する場合を含む。）、第２２条第

２項、第２８条第１項、第２項及び第４項（これらの規定を法第３１条の３

第２項において適用する場合及び法第３１条の１３第１項において準用す

る場合を含む。）並びに同条第５項第１号ロ（法第３１条の３第１項、第３

１条の８第１項、第３１条の１３第１項及び第３１条の１８第１項において

準用する場合を含む。）、第３１条の２３において準用する法第１３条第２

項、第３３条第４項並びに第３８条の４第１項の規定に基づき、風俗営業等

の営業時間、営業区域等について必要な規制及び風俗営業の業務の適正化等

について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 風俗営業 法第２条第１項に規定する風俗営業をいう。 

(2) 風俗営業者 法第２条第２項に規定する風俗営業者をいう。 

(3) 店舗型性風俗特殊営業 法第２条第６項に規定する店舗型性風俗特殊

営業をいう。 

(4) 店舗型電話異性紹介営業 法第２条第９項に規定する店舗型電話異性

紹介営業をいう。 

(5) 特定遊興飲食店営業 法第２条第１１項に規定する特定遊興飲食店営

業をいう。 

(6) 特定遊興飲食店営業者 法第２条第１２項に規定する特定遊興飲食店

営業者をいう。 

(7) 受付所営業 法第３１条の２第４項に規定する受付所営業をいう。 

(8) 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居

専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、

準住居地域、田園住居地域又は商業地域 それぞれ、都市計画法（昭和４

３年法律第１００号）第８条第１項第１号に掲げる第１種低層住居専用地

域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層

住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、田園住居

地域又は商業地域をいう。 

第３条 削除 



（風俗営業の場所に関する許可の基準） 

第４条 法第４条第２項第２号の条例で定める地域は、次に掲げる地域とす

る。 

(1) 第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居

専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、

準住居地域及び田園住居地域（法第２条第１項第５号の営業にあつては、

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専

用地域、第２種中高層住居専用地域及び田園住居地域） 

(2) 前号に掲げる地域以外の地域のうち、別表第１の上欄に掲げる施設の敷

地（これらの用に供するものと決定した土地を含む。）の周囲で、当該施

設ごとに、同表の下欄に掲げる営業の区分に応じ、それぞれ同欄に定める

距離の区域内の地域 

２ 前項の規定は、風俗営業でその営業所が常態として移動するもの又は法第

２条第１項第４号の営業でその営業所が一時的に設けられるものについて

は、適用しない。 

（風俗営業の営業時間の延長） 

第５条 法第１３条第１項ただし書の条例で定める時は、午前１時とする。 

２ 法第１３条第１項第１号の条例で定める日は、１月１日から同月４日ま

で、８月１４日から同月１７日まで及び１２月２５日から同月３１日までと

し、同号の条例で定める地域は、山口県の区域とする。 

３ 法第１３条第１項第２号の条例で定める地域は、ぱちんこ屋及び風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令（昭和５９年政令第３１９

号。以下「政令」という。）第８条に規定する営業以外の風俗営業に限り、

別表第１の２に定める地域とする。 

 （風俗営業の営業時間の制限） 

第５条の２ 法第２条第１項第４号の営業（まあじやん屋を除く。）を営む風

俗営業者は、山口県の区域内において、午前６時後午前９時までの時間及び

午後１１時から翌日の午前零時前（当該翌日が前条第２項に規定する日にあ

つては、午前１時まで）の時間においては、その営業を営んではならない。 

（風俗営業に係る騒音及び振動の数値） 

第６条 騒音に係る法第１５条の条例で定める数値は、別表第２の上欄に掲げ

る地域ごとに、同表の下欄に掲げる時間の区分に応じ、それぞれ同欄に定め

る数値とする。 

２ 振動に係る法第１５条の条例で定める数値は、５５デシベルとする。 

（風俗営業者の遵守事項） 

第７条 風俗営業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 営業所において卑わいな行為その他善良の風俗を害する行為をし、又は

客にこれらの行為をさせないこと。 

(2) 営業所において店舗型性風俗特殊営業、受付所営業又は店舗型電話異性

紹介営業を営まないこと。 



(3) 営業の用に供する家屋又は施設（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）

第２条第１項に規定する旅館業の施設と兼用するものを除く。）に客を宿

泊させ、又は就寝させないこと。 

(4) 営業所において賭博類似行為その他著しく射幸心をそそるおそれのあ

る行為をし、又は客にこれらの行為をさせないこと。 

(5) 客の求めない飲食物を提供しないこと。 

２ 法第２条第１項第４号の営業（ぱちんこ屋及び政令第１５条に規定する営

業に限る。）を営む風俗営業者は、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げ

る事項を遵守しなければならない。 

(1) 客に提供した賞品を買い取らせないこと。 

(2) 著しく射幸心をそそるおそれのある方法で営業を営まないこと。 

(3) 営業所において客に飲酒をさせないこと。 

（法第２条第１項第５号の営業に係る営業所への年少者の立入りの制限） 

第８条 法第２条第１項第５号の営業を営む風俗営業者は、午後６時後午後１

０時前の時間において１６歳未満の者を営業所に客として立ち入らせると

きは、保護者の同伴を求めなければならない。 

 （店舗型性風俗特殊営業、受付所営業及び店舗型電話異性紹介営業の禁止区

域の基準となる施設） 

第９条 法第２８条第１項（法第３１条の３第２項において適用する場合及び

法第３１条の１３第１項において準用する場合を含む。）の条例で定める施

設は、次に掲げる施設とする。 

(1) 商業地域以外の地域にある病院（医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５第１項に規定する病院をいう。以下同じ。）又は診療所（同条

第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの

をいう。以下同じ。） 

(2) 博物館（博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定す

る博物館をいう。以下同じ。） 

(3) 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２条に規定する社会教育に

関する施設のうち、専ら少年の健全な育成を図ることを目的とするもので

公安委員会規則で定めるもの 

(4) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１２４条に規定する専修学校

（高等課程を置くものに限る。）又は同法第１３４条第１項に規定する各

種学校（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

（店舗型性風俗特殊営業、受付所営業及び店舗型電話異性紹介営業の禁止地

域） 

第１０条 店舗型性風俗特殊営業は、別表第３の上欄に掲げる営業の区分に応

じ、それぞれ同表の下欄に定める地域内においては、これを営んではならな

い。 

２ 受付所営業は、別表第３の２号営業の項に定める地域内においては、これ

を営んではならない。 



３ 店舗型電話異性紹介営業は、別表第３の５号営業の項に定める地域内にお

いては、これを営んではならない。 

（店舗型性風俗特殊営業、受付所営業及び店舗型電話異性紹介営業の営業時

間の制限） 

第１１条  店舗型性風俗特殊営業（法第２８条第４項に規定するものに限

る。）、受付所営業又は店舗型電話異性紹介営業を営む者は、深夜（午前零

時から午前６時までの時間をいう。以下同じ。）においては、その営業を営

んではならない。 

（性風俗関連特殊営業に係る広告又は宣伝の制限地域） 

第１１条の２ 法第２８条第５項第１号ロに規定する条例で定める地域は、別

表第４の上欄に掲げる営業の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める地域

とする。 

２ 法第３１条の３第１項において準用する法第２８条第５項第１号ロに規

定する条例で定める地域は、次の各号に掲げる営業の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める地域とする。 

(1) 法第２条第７項第１号に掲げる営業 別表第４の２号営業の項に定め

る地域 

(2) 法第２条第７項第２号に掲げる営業 別表第４の５号営業の項に定め

る地域 

３ 法第３１条の８第１項において準用する法第２８条第５項第１号ロ、法第

３１条の１３第１項において準用する法第２８条第５項第１号ロ及び法第

３１条の１８第１項において準用する法第２８条第５項第１号ロに規定す

る条例で定める地域は、別表第４の５号営業の項に定める地域とする。 

（特定遊興飲食店営業の場所に関する許可の基準） 

第１１条の３ 法第３１条の２３において準用する法第４条第２項第２号の

条例で定める地域は、別表第５に掲げる地域（次に掲げる施設の敷地（これ

らの用に供するものと決定した土地を含む。）の周囲５０メートルの区域内

を除く。）とする。 

 (1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する助産施設、乳児院、

母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設又

は児童自立支援施設 

 (2) 病院又は診療所 

（特定遊興飲食店営業の営業時間の制限） 

第１１条の４ 特定遊興飲食店営業者は、山口県の区域内において、午前５時

から午前６時までの時間においては、その営業を営んではならない。 

（特定遊興飲食店営業に係る騒音及び振動の数値） 

第１１条の５ 騒音に係る法第３１条の２３において準用する法第１５条の

条例で定める数値は、別表第２の上欄に掲げる地域ごとに、それぞれ同表の

下欄に定める深夜に係る数値とする。 

２ 振動に係る法第３１条の２３において準用する法第１５条の条例で定め



る数値は、５５デシベルとする。 

（特定遊興飲食店営業者の遵守事項） 

第１１条の６ 第７条第１項の規定は、特定遊興飲食店営業者について準用す

る。 

（深夜における飲食店営業に係る騒音及び振動の数値） 

第１２条 騒音に係る法第３２条第２項において準用する法第１５条の条例

で定める数値は、別表第２の上欄に掲げる地域ごとに、それぞれ同表の下欄

に定める深夜に係る数値とする。 

２ 振動に係る法第３２条第２項において準用する法第１５条の条例で定め

る数値は、５５デシベルとする。 

（深夜における酒類提供飲食店営業の禁止地域） 

第１３条 法第２条第１３項第４号に規定する酒類提供飲食店営業は、第１種

低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、

第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域

及び田園住居地域内においては、深夜においてこれを営んではならない。 

（良好な風俗環境の保全を図るべき地域） 

第１４条 法第３８条の４第１項の条例で定める地域は、別表第６に掲げる地

域とする。 

（公安委員会規則への委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項

は、公安委員会規則で定める。 

附 則 

この条例は、昭和６０年２月１３日から施行する。 

附 則 （昭和６１年７月２５日条例第２９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成元年３月２４日条例第１２号） 

この条例は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則 （平成４年９月２５日条例第３０号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第９条第１号の改正規定中「同

条第２項」を「同条第３項」に改める部分は、医療法の一部を改正する法律（平

成４年法律第８９号）第２条の規定の施行の日から施行する。 

附 則 （平成５年３月２６日条例第１５号山口県建築基準条例等の一部を改正する条例４条による

改正附則抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成４年

法律第８２号）の施行の日から施行する。 

附 則 （平成６年１２月２２日条例第４２号山口県建築基準条例及び風俗営業等の規制及び業務の

適正化等に関する条例の一部を改正する条例２条による改正附則抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中山口県建築基準条



例第２１条第１号の改正規定は、公布の日の翌日から施行する。 

（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する条例の一部改正に伴う経

過措置） 

３ この条例の施行の際現に旧都市計画法の規定により定められている都市

計画区域内の第１種住居専用地域、第２種住居専用地域及び住居地域に関し

ては、平成８年６月２４日までの間は、第２条の規定による改正前の風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する条例第２条第４号、第４条第１項第

１号、第１３条及び別表第２の規定は、なおその効力を有する。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

４ この条例（附則第１項ただし書に規定する改正規定については、当該改正

規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。前項に規定する都市計画区域に係る第１種住居専用地域、第２種住居

専用地域及び住居地域内において、平成８年６月２４日までの間にした行為

に対する同日後における罰則の適用についても、同様とする。 

附 則 （平成１０年１２月２２日条例第４１号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１３年３月２３日条例第２２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成１４年３月２２日条例第２８号風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する条例及

び山口県青少年健全育成条例の一部を改正する条例１条による改正附則抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。ただし、第１条中風俗営

業等の規制及び業務の適正化等に関する条例第１０条に１項を加える改正

規定並びに同条例第１１条及び第１１条の２第３項の改正規定は、同年６月

１日から施行する。 

附 則 （平成１５年３月１８日条例第５号市町の廃置分合に伴う関係条例の整理に関する条例２１

条による改正附則） 

この条例は、平成１５年４月２１日から施行する。 

附 則 （平成１５年７月８日条例第５０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成１６年６月２９日条例第３４号厚狭郡楠町を廃しその区域を宇部市の区域に編入する

ことに伴う関係条例の整理に関する条例６条による改正附則） 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

附 則 （平成１６年１０月１日条例第４０号下関市並びに豊浦郡菊川町、豊田町、豊浦町及び豊北

町を廃しその区域をもって下関市を置くことに伴う関係条例の整理に関する条例１７条によ

る改正附則） 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

〔平成１６年規則第８２号により、平成１７年２月１３日から施行〕 

附 則 （平成１７年７月１２日条例第５１号山口市、佐波郡徳地町並びに吉敷郡秋穂町、小郡町及

び阿知須町を廃しその区域をもって山口市を置くことに伴う関係条例の整理に関する条例１



６条による改正附則） 

この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則 （平成１７年７月１２日条例第５２号岩国市並びに玖珂郡由宇町、玖珂町、本郷村、周東町、

錦町、美川町及び美和町を廃しその区域をもって岩国市を置くことに伴う関係条例の整理に

関する条例２２条による改正附則） 

この条例は、平成１８年３月２０日から施行する。 

附 則 （平成１７年１２月２７日条例第１１１号） 

この条例は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改

正する法律（平成１７年法律第１１９号）の施行の日から施行する。 

附 則 （平成１９年１２月２５日条例第５６号学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例６条による改正附則） 

この条例は、公布の日又は学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年

法律第９６号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

附 則 （平成２２年１２月２１日条例第４１号） 

この条例は、平成２３年３月１日から施行する。ただし、別表第３の備考２

の改正規定は、同年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２７年１２月２２日条例第５５号抄） 

この条例は、平成２８年６月２３日から施行する。 

附 則 （平成２９年３月２１日条例第１７号児童福祉施設条例等の一部を改正する条例２条による

改正附則） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２９年３月２１日条例第２１号） 

この条例は、平成２９年６月１日から施行する。 

附 則 （平成３０年３月２０日条例第４号都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条

例の整備等に関する条例３条による改正附則） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第３条中風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する条例第１３条の改正規定（「第２条第１

１項第３号」を「第２条第１３項第４号」に改める部分に限る。）及び第４条

の規定は、公布の日から施行する。 

 



別表第１（第４条関係） 

 

施        設 

 

距           離 

 

種     類 

 

 

所  在  地 

 

風俗営業（法第２条 

第１項第５号の営業 

を除く。） 

法第２条第１項第５ 

号の営業
 

 

 

 

学     校 

 

 

 

商 業 地 域 

 

 

     70メートル 

 

 

      30 メートル 

 

商業地域以外の 

地域 

 

    100 メートル 

 

 

      50 メートル 

 

 

図書館、博物館 

又は児童福祉施

設 

 

 

 

商 業 地 域 

 

 

     30メートル 

 

 

      20 メートル 

 

商業地域以外の 

地域 

 

     50メートル 

 

 

      30 メートル 

 

 

病院又は診療所 

 

商業地域以外の

地域 

 

     50メートル 

 

 

      30 メートル 

 

備考 学校、図書館又は児童福祉施設とは、それぞれ、法第 28 条第１項に規 

  定する学校、図書館又は児童福祉施設をいう。 

 



別表第１の２（第５条関係） 

 

１ 下関市細江町１丁目、豊前田町１丁目、豊前田町２丁目、竹崎町１丁目、

竹崎町２丁目及び竹崎町３丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限

る。） 

２ 宇部市新天町１丁目、新天町２丁目、松島町、中央町１丁目、中央町２丁

目、中央町３丁目、新町、上町１丁目、上町２丁目及び西本町１丁目の区域

（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

３ 山口市泉都町、熊野町、湯田温泉１丁目、湯田温泉２丁目、湯田温泉３丁

目、湯田温泉４丁目及び葵１丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限

る。） 

４ 防府市緑町１丁目、天神１丁目、栄町１丁目、戎町１丁目、八王子１丁目

及び車塚町の区域（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

５ 岩国市麻里布町２丁目、麻里布町３丁目、麻里布町６丁目及び麻里布町７

丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

６ 周南市川端町１丁目、川端町２丁目、昭和通１丁目、昭和通２丁目、橋本

町１丁目、橋本町２丁目、柳町、糀町１丁目、糀町２丁目、飯島町１丁目、

飯島町２丁目、平和通１丁目、平和通２丁目、若宮町１丁目、若宮町２丁目、

新町１丁目、新町２丁目、銀南街、銀座１丁目、銀座２丁目、みなみ銀座１

丁目、みなみ銀座２丁目、御幸通１丁目、御幸通２丁目、有楽町、本町１丁

目、栄町１丁目及び栄町２丁目の区域 

備考 この表に掲げる町の区域は、平成 15 年６月１日における町の区域によつ

て表示されたものとする。 

 



別表第２（第６条、第 11条の５、第 12条関係） 

 

 

地      域 

 

 

数              値 

 

昼   間 

 

夜   間 

 

深   夜 

 

１ 第１種低層住居専用

地域、第２種低層住居

専用地域、第１種中高

層住居専用地域、第２

種中高層住居専用地

域、第１種住居地域、

第２種住居地域、準住

居地域又は田園住居地

域 

 

 

 

 

 

55 デシベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 デシベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40 デシベル 

 

 

 

 

 

 

２ 商 業 地 域 

 

 

 

65 デシベル 

 

 

 

60 デシベル 

 

 

 

55 デシベル 

 

 

３  １及び２に掲げる 

 

  地域以外の地域 

 

 

60 デシベル 

 

 

 

55 デシベル 

 

 

 

50 デシベル 

 

 

備考 昼間とは午前６時後午後６時前の時間を、夜間とは午後６時から翌日の

午前零時前の時間をいう。 

 

 



別表第３（第 10条関係） 

営 業 の 区 分 地            域 

 

１  号   営   業 

 

山口県の区域（下関市竹崎町２丁目、竹崎町３丁目及び
竹崎町４丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限
る。）を除く。） 

２  号   営    業 山口県の区域 

３  号   営    業 山口県の区域 

 

 

 

 

 

４号営業 

 

 

 

 

 

モーテル営業 山口県の区域 

 

 

 

 

モーテル営業 

以外の営業 

 

 

 

 

山口県の区域（下関市、宇部市、山口市、防府市、岩国
市及び周南市の区域（下関市にあつては平成 17 年２月
12 日における下関市の区域に、宇部市にあつては平成
16年 10月 31日における宇部市の区域に、山口市にあつ
ては平成 17年９月 30日における山口市の区域に、岩国
市にあつては平成 18年３月 19日における岩国市の区域
に、周南市にあつては平成 15年４月 20日における徳山
市の区域に限る。）内にある商業地域並びに都市計画法
第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない
地域で国道又は県道の各１側について幅 200メートルを
超える区域を除く。） 

 

 

 

 

５  号  営   業 

 

 

 

山口県の区域（下関市、宇部市、山口市、防府市、岩国
市及び周南市の区域（下関市にあつては平成 17 年２月
12 日における下関市の区域に、宇部市にあつては平成
16年 10月 31日における宇部市の区域に、山口市にあつ
ては平成 17年９月 30日における山口市の区域に、岩国
市にあつては平成 18年３月 19日における岩国市の区域
に、周南市にあつては平成 15年４月 20日における徳山
市の区域に限る。）内にある商業地域を除く。） 

６  号  営  業 山口県の区域 

備考 

 １ １号営業、２号営業、３号営業、４号営業又は５号営業とは、それぞれ、法
第２条第６項第１号、第２号、第３号、第４号又は第５号に掲げる営業をいい、
６号営業とは、同項第６号の政令で定める営業をいう。 

 ２ モーテル営業とは、政令第３条第１項第２号イに掲げる施設（同条第２項第
１号又は第３号に規定する構造を有する個室を設けるもののうち、当該個室に
車庫（天井（天井のない場合にあつては、屋根）及び２以上の側壁（ついたて、
カーテンその他これらに類するものを含む。）を有するものに 限る。以下同
じ。）が個々に接続するもので次のいずれかに該当するものに限る。）を設け
て営む４号営業をいう。 

  イ 車庫の出入口が扉等によつて遮蔽できるもの 

  ロ 車庫の内部から個室に通ずる専用の人の出入口又は階段若しくは昇降機
が設けられているもの 

  ハ 個室に車庫が専用の通路によつて接続しているものにあつては、当該通路
の内部を外部から見通すことができないもの 

 ３ 国道とは道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第３条第２号に規定する一般国
道を、県道とは同条第３号に規定する県道をいう。 

 ４ この表に掲げる町又は字の区域は、昭和 59年 11月 1日における町又は字の
区域によつて表示されたものとする。 

 



別表第４（第 11条の２関係） 

営 業 の 区 分 地           域 

 

１  号  営  業 

 

山口県の区域（下関市竹崎町２丁目、竹崎町３丁目及

び竹崎町４丁目の区域（公安委員会規則で定めるもの

に限る。）を除く。） 

２  号  営  業 山口県の区域 

３  号  営  業 山口県の区域 

 

 

４号営業 

 

 

モーテル営業 山口県の区域 

 

モーテル営業

以外の営業 

 

第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、

第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地

域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域及

び田園住居地域 

 

 

 

 

５  号  営  業
 

 

 

 

 

山口県の区域（下関市、宇部市、山口市、防府市、岩

国市及び周南市の区域（下関市にあつては平成 17 年

２月 12 日における下関市の区域に、宇部市にあつて

は平成 16 年 10 月 31 日における宇部市の区域に、山

口市にあつては平成 17年９月 30日における山口市の

区域に、岩国市にあつては平成 18年３月 19日におけ

る岩国市の区域に、周南市にあつては平成 15 年４月

20日における徳山市の区域に限る。）内にある商業地

域を除く。） 

６  号  営  業 山口県の区域 

備考 別表第３の備考１、２及び４は、この表について準用する。 

 

 

 

 

 

  



別表第５（第 11条の３関係） 

 

１ 下関市細江町１丁目、豊前田町１丁目、豊前田町２丁目、竹崎町１丁目、

竹崎町２丁目及び竹崎町３丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限

る。） 

２ 宇部市新天町１丁目、新天町２丁目、松島町、相生町、中央町１丁目、中

央町２丁目、中央町３丁目、新町、上町１丁目、上町２丁目及び西本町１丁

目の区域（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

３ 山口市泉都町、熊野町、湯田温泉１丁目、湯田温泉２丁目、湯田温泉３丁

目、湯田温泉４丁目及び葵１丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限

る。） 

４ 防府市緑町１丁目、天神１丁目、栄町１丁目、戎町１丁目、八王子１丁目

及び車塚町の区域（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

５ 岩国市麻里布町２丁目、麻里布町３丁目、麻里布町６丁目及び麻里布町７

丁目の区域（公安委員会規則で定めるものに限る。） 

６ 周南市川端町１丁目、川端町２丁目、昭和通１丁目、昭和通２丁目、橋本

町１丁目、橋本町２丁目、柳町、糀町１丁目、糀町２丁目、飯島町１丁目、

飯島町２丁目、平和通１丁目、平和通２丁目、若宮町１丁目、若宮町２丁目、

新町１丁目、新町２丁目、銀南街、銀座１丁目、銀座２丁目、みなみ銀座１

丁目、みなみ銀座２丁目、御幸通１丁目、御幸通２丁目、有楽町、本町１丁

目、栄町１丁目及び栄町２丁目の区域 

 

備考 この表に掲げる町の区域は、平成 27 年 11 月１日における町の区域によ

つて表示されたものとする。 

 

 



別表第６（第 14条関係） 

 

１ 下関市細江町１丁目、豊前田町１丁目、豊前田町２丁目、竹崎町１丁目、

竹崎町２丁目及び竹崎町３丁目の区域 

２ 宇部市新天町１丁目、新天町２丁目、松島町、相生町、中央町１丁目、中

央町２丁目、中央町３丁目、新町、上町１丁目、上町２丁目及び西本町１丁

目の区域 

３ 山口市泉都町、熊野町、湯田温泉１丁目、湯田温泉２丁目、湯田温泉３丁

目、湯田温泉４丁目及び葵１丁目の区域 

４ 防府市緑町１丁目、天神１丁目、栄町１丁目、戎町１丁目、八王子１丁目

及び車塚町の区域 

５ 岩国市麻里布町２丁目、麻里布町３丁目、麻里布町６丁目及び麻里布町７

丁目の区域 

６ 周南市川端町１丁目、川端町２丁目、昭和通１丁目、昭和通２丁目、橋本

町１丁目、橋本町２丁目、柳町、糀町１丁目、糀町２丁目、飯島町１丁目、

飯島町２丁目、平和通１丁目、平和通２丁目、若宮町１丁目、若宮町２丁目、

新町１丁目、新町２丁目、銀南街、銀座１丁目、銀座２丁目、みなみ銀座１

丁目、みなみ銀座２丁目、御幸通１丁目、御幸通２丁目、有楽町、本町１丁

目、栄町１丁目及び栄町２丁目の区域 

 

備考 この表に掲げる町の区域は、平成 27 年 11 月１日における町の区域によ

つて表示されたものとする。 

 

 


